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(1) プ ロ ジ ェ ク トの背景
本プ ロ ジ ェ ク トで は , 次世代電子デ バ イ ス 実現 を目指 し, 将来 実用化 され る集積回路の 量
産技術 - 結び つ く超微細素子 作製に必要 な基礎技術 の 確立 とデバ イ ス 応用 を目的と して 研究
開発 を行 っ て い る ｡
環境に つ い て は , 超微細素子作製観察装置部の 運用 に より, 1 00n m オ ー ダ ー の 超微細線 ･
パ タ ー ン の 作製, 微細デバ イ ス 用 フ ォ ト マ ス ク の作製及 び観察に 並行 して , 有機 E L素子蒸着
装置 の 導入 や科学技術振興機構 ･ 研究成果活用 プラザ東海 の 育成研究 ｢自己整 合技術を用 い
た有機デバイ ス の 集積化に 関する開発 研究｣ に よる反応性イ オ ン エ ッ チ ン グ装置, 及び 高機
能有機薄膜形成装置の 導入 に より, 超微細素子作製観察装置室 内の 研究開発 も本格化 して き
た｡
こ こ で は , 三年目の 本プロ ジ ェ ク ト研究で , 平成 16年度で得られ た成果に つ い て 報告する ｡
(2)研究成果
･ 液晶デバ イ ス 関連
液晶の 配 向処理 と して 量産性 , 経済性 の 面 か らラ ビ ン グ法が使用 されて い る ｡ しか し,
ラ ビ ン グ法は機械的な処理 で あるた め , ア ク テ ィ ブ マ トリク ス 駆動回路で 必要となる T F T
素子 の 静電破壊や配 向膜 の 再付着, 塵の 発 生に よ る汚染が問題 とな っ て お り , ラ ビ ン グ法
に 代わる配向処 理法が望まれ て い る｡ 本年は , 昨年に続き電子 ビ ー ム(E B)露光に よ る微細
パ タ ー ン 形成 を行い , 液晶の 水平, チ ル ト, 垂 直配 向を実現し, また 1 0n m 程度 の加 工が
容易に行 える N an oImprint Lithogr aphy(N IL)法によ る超微細パ タ ー ン形成 の結果に つ い て
紹介す る｡
水 平配向セ ル に用 い た L/S の例を図 l に示す ｡ 4 0 0n m L/S
パ タ ー ン で は 配向力が弱 い た め , 初期配 向で の透過 率が低く ,
変化 の緩や かな特性 とな っ たが , パ タ ー ンサイ ズ を 2 00n m,
1 00n m L/S と小 さくす る こ とで , 初期配向時の 透過率が上昇
し, 変化 も急峻とな っ た｡ パ タ ー ン厚 10 0n m, 10 0n m L/S
パ タ ー ン で の コ ン トラ ス ト比 は 118:1 となり, トル ク バ ラ ン ス
法に よ り求め た方位角ア ン カ リ ン グ エ ネル ギ ー は 2.84× 10-4
∫/m
2 で あ っ た ｡
図 I SE M観察像
チ ル ト配 向セ ル に つ い て は , 40 0n m L/S で は配 向力 が未だ不十分だが , プ レ チ ル ト角 1.7
o
が得られ , T N セ ル で コ ン トラ ス ト比 2 5:1 が得られた ｡ 今後, より微細なパ タ ー ン 作製 に
よ り良配 向を狙う｡
次に垂 直配 向セ ル に つ い て述 べ る｡ こ れ まで , 二重干 渉光露光に よる極微細周期 ドッ ト
に よ る垂直配 向特性 の検討を行 っ て きた｡ 今回, E B露光法により , さらに微細な周期 ドッ
トに つ い て検討 した ｡ セ ル が厚く色付き を生 じたが , こ れまで 問題 で あ っ た広 い 領域内で
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の 表示斑 が解消 され , 良好な垂 直配向と コ ン トラ ス ト比(2 7 0:1)を得た ｡ また, 電圧 印加 に
よ る配向変形 時に欠 陥は観察されな か っ た ｡
最後に , NILに よ る パ タ ー ン 転写 を試み た｡ 電子 ビ ー ム
露光, 反応性イ オ ン エ ッ チ ン グ法 で , 元 とな る SiO2 の L/S
パ タ ー ン を作製 し, 次に界面活 性剤 oDS- E(チ ッ ソ)を塗布
し, 基板温度1 70℃ に加熱 し, 1 00n m L/Sの パ タ ー ン転写
を行 っ た ｡ 結果を図 2 に示す｡ 図 1 の反転パ タ ー ン とな る
良好な パ タ ー ン 転写 が確認 され たo
以 上 , 液晶デ バ イ ス , 配 向制御等 に 関す る成果 を,
E M-N A N O他国際会議報告1 件, 論文 4件, 大会発表
2 件に より公表 した｡
図 2 N ILパ タ ー ン像
･ 有機 E L素子 関連
第 l に , ア ク テ ィ ブ素子 と の 組合 せ時 に高開 口 率化が可能なト ッ プ ェ ミ ッ シ ョ ン(T E)型
有機 E L素子 の 高性能化 ･ 高安定化 の た め, 上部に 透明陽極 を有す る逆構造有機 E L素子 を
検討 した｡ 逆構造有機 E L素子 の 作製に は , 有機薄膜上 に ス パ ッ タ法 に より透明 IZ O膜 を
形成す る必要が あり , ス パ ッ タ ダメ ー ジに よ り素子特性 が悪化す ると い っ た 問題 が あ っ た.
そ こ で , 有機薄膜上 に酸化物半導体で あ る M oO3 層を挿入する こ とで , ス パ ッ タダメ ー ジ
が低減可能で ある こ とを見 い 出 し, ガラ ス 基板に作製 した順構造有機 E L素子 と同等の 特性
を得る こ とに成功 した｡
第2 に , こ れまで 我々 は , 隔壁形成不要 の 有機 E L素子作製法 と してイ ン ク ジ ェ ッ ト(IJP)
法自己整合(s A)有機 E L素子 を開発 して き た｡ 今回 , SA 発光部を有する T E型有機 E L素子
を試作 した ｡ 本デバ イ ス は , 前述 の 逆構造有機 E L素子 の 構造上 の 工 夫をに加 え, 特性向上
の た め に電子輸送層を蒸着後, 電子輸送層が不溶な溶媒を用 い , 絶縁膜 の 形成と IJP法に
ょる パ タ ー ニ ン グを行 っ たo こ れ に より , IJPプ ロ セ ス で の 多層化を実現 し, I,0 00cd/m
2
の発 光輝度を達成 した o 本内容に つ い て , 平成1 6年度応用物 理学会北陸 ･ 信越支部講演会
にお い て発表 し, 佐藤竜 一 君 (D 3生) が講演奨励 賞を受 賞 した ｡ ま た , こ の 自己整 合技術
とト ッ プ エ ミ ッ シ ョ ン技術を組 み合わせ た パ タ ー ン発 光を検討 し, 図 3 に示すような面積
30 m m 角, 解像度 30 0ppiの 高精細パ タ ー ン発 光が実現出来 た｡
第3 に , 有機 E L素子 の ア クテ ィ ブ駆動に つ いて 検討
した ｡ 有機 E L素子 の ア クテ ィ ブ マ トリク ス 型応 用で は ,
多結晶 siトラ ン ジ ス タ特性 の ばら つ きや有機 E L素子
の 劣化 に よ る ピ ク セ ル 間輝度 の 不均 一 が問題 とな っ て
い る ｡ 今回, 輝度補正 法と して 個々 の ピ クセ ル に流れ
る電荷量 を外 部モ ニ タ ー し, そ の 情報 を元 に輝度補正
を行う電荷量制御法 を考えた｡ 外部に 補正 回路を置く
た め , 基本的な 2 トラ ン ジス タ方式 の 駆動回路を設計
した ｡ 回路動作に つ い て は S PICE に より動作 シ ミ ュ レ
ー シ ョ ン し, 各素子 の サイ ズ か らレ イア ウトを設計後,
2.3ⅠⅥ m 角 の チ ッ プ上 に8×8 マ トリ ク ス 回路を設計 した｡
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図 3 3 0 0ppi発光パ タ
ー ン
図 4 に試作 したチ ッ プ写真を示す｡ 1 ピ クセ ル の サイ ズ は
200Lt m, 発光部分は 1 00pm X 1 50Ll m( 開口率 3 8 %)と した .
(謝辞) 本チ ッ プ試作は 東京 大 学大規模集積 シ ス テ ム 設 計
教育研 究 セ ン タ ー (V D EC)を通 し オ ン セ ミ コ ン ダク タ ー
(樵), 日本 モ トロ ー ラ(樵), H O Y A(樵), お よび京セ ラ(樵)
の 協力 で行われ たも の で あ る｡
そ の 他 , 上記 を含む有機 E Lの 成果 に つ い て , 依頼講演 3
件, 論文 5 編, 国際会議発表 4件 , 大会発表 5件 を行 っ たo
･ 有機 トラ ン ジ ス タ ･ デバ イ ス 関連
図 4 L SIチ ッ プ
第 1 に , 有機電界効果 トラ ン ジス タ(O F E T)を用 い た集積回路 の実現 に は , 不要部となる
有機薄膜 の パ タ ー ニ ン グ技術が 不可欠で ある ｡ 今回, フ ォ トリ ソグラ フ ィ を用 い な い 手法
と して , ペ ンタセ ン O F E T の直接 マ ス ク パ タ ー ニ ン グ技術に つ い て 検討 した｡ まず, 背面
露光法 に よ る自己整合 o F E Tを作製 し, そ の 後表 面に ア イ ソ レ ー シ ョ ン用光 マ ス ク を対 置
し, 波長 193n m の ArF エ キ シ マ レ ー ザ照射に より ペ ン タ セ ン を直接パ タ ー ニ ン グ した｡
照射条件は , 5 mJ, 10 シ ョ ッ トと した｡ パ タ ー ニ ン グ前後の 電界効果移動度は , 各々 0.09 1,
o･o 7 7c m
2/vs と同等で あ っ た ｡ しき い値 シ フ トは 0･4 Vで あ っ た ｡ 図 5 は 5pm ギャ ッ プの
パ タ ー ニ ン グ結果を示す ｡ 本手法 に より , 容易に ミ ク ロ ン オ ー ダ ー の マ ス ク パ タ ー ニ ン グ
が実現 でき た｡ 本結果 を, 平成1 6年秋 季応用物理 学会学術講演会, 電子情報通信学会研究
会で発表 した ｡ また , 現在特許申請中で あ る ｡
第 2 に , 大面積に ナノ オ ー ダ ー の 超微細配線を形成するた め に は , 従来 の リ ソグ ラ フ ィ
に よ らな い方法 が必 要 となる ｡ 今回, 微細配線形成法 と して 干渉露光法 を適用 した ｡ 干 渉
露光法 に よ るリ ソグラ フ ィ で疎水性 ポリイ ミ ドの L/S を形成 し, 銀ナ ノ粒子(6 wt% , エ タ
ノ ー ル溶媒, 粒径 5 n m :日本 ペ イ ン ト) をス ピ ン コ ー トに より成膜 した ｡ こ の とき , pI溝
に銀 ナ ノ粒子溶液が流れ込み凸部で は じく こ とで微細配線(ワイヤ)とな る｡ 配線部の 抵抗は
25kE2, 隣接配線間で は抵抗が 103倍 (+2 V)となり ワイ ヤ の分離が確認出来た｡ 以上 の結果
を, 平成 16年秋季応用物理 学会学術講演会で講演 し, 共 同研究企 業と特許 申請中で あ る｡
第 3 に , 有機フ ォ トダイ オ ー ド(O P D)で , 光 セ ン シ ン グの 点か ら, 大光電豆乳 低暗電流,
トッ プア ブ ソ ー プ シ ョ ン , 素子分離等が課題 で あ る｡ 今回 , 素子分離技術に つ い て 着目 し,
簡便構造の 特徴か ら従来有機 E L素子作製で提案 して きた IJP法自 己整合技術を適用 した ｡
O P D の作製 は , ITO ガ ラ ス 基板上 に , 隔壁 と して シ ク ロ オ レ フ ィ ン ポリ マ ー (3 wt %溶液)
を ス ピ ン コ ー トに より成膜 し, 光導電材料と して ピラ ゾリ ン誘導体(1 wt%溶液)をIJ P塗布
した ｡ こ の とき, 溶媒で シ ク ロ オ レ フ ィ ン ポリ マ ー が溶解 し, 自己整合的に ピラゾリ ン 光
導電膜が パ タ ー ン形成され る｡ 最後に Al を蒸着 し, シ ョ ッ ト
キ ー 形 o p Dを作製 した ｡ 33 m W/c m2 の キ セ ノ ン ラ ンプ照射下
で , 10
~2
m A/c m2 の 光電流と 103 の 導電率比 を得た｡ 本技術は ,
位置制御 されたデバ イ ス を絶縁体に埋込 む構造で あり , 最適化
に より低暗電流化 に適す る もの と考えて い る｡ また, 隔壁形戚
が不要で あり , プ ロ セ ス が簡略化 でき る｡ 本成果 を, 平成 16
年秋季応 用物 理学会学術講演会で講演 し, 特許化 中で ある ｡ 図 5 パ タ ー ニ ン グ例
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第 4 に , 従来主流となる厚膜形成を要 しな い有機材料移動度評価法の 開発 が進 んで い る
が, 今回 は , キ ャ リ ヤ生成に ライ ン状光 ス リ ッ トを設 け,
一 方の ラテ ラル 電極近傍 に励起
光照射する有機薄膜 の移動度評価法に つ い て検討 した ｡ 実験は , ガラ ス 基板に 光ス リ ッ ト
とな る遮光膜(cr)を形成 し, 光窓 をパ タ ー ニ ン グ した ｡ そ の 後, 絶縁膜(si O2)を形成後, ラ
テ ラ ル 電極(Al)を形成 した｡ 本基板を用 い , 典型的なホ
ー ル 輸送性材料トリ フ ェ ニ ル ア ミ ン
誘導体(T PD)を蒸着法 で 20 0n m 成膜 し, N2 パ ル ス レ
ー ザ励起に よ る過渡光電流か ら移動度
を評価 した ｡ 電極間隔10um で評価 した過 渡光電流か ら, 典型 的な非分散型伝導が見られ ,
移動度は 8.3× 1 0~4 c m2N s(@2.2× 10
5
v/cm)と求ま っ た. 本値は , 1 0pm 厚の T P D膜を用 い
た T O F測定結果と良く 一 致 した｡ また, 現在有機 E L素子 の分野 で , 高効率材料と して脚
光を浴 びて い るりん光材料イ リ ジウ ム錯体1r(p py)3 の 移動度を, 本法 を用 い 初め て測定 し,
10-
3
c m
2
/vs 台の 移動度で ある こ とを明らか と した｡ 本成果は , 平成 16年秋季応用物理学会
学術講演会で 講演 した ｡ また, 講演後企業側 二 社か ら の引合い が あり , うち
一 社と特許 申
請中で ある｡
そ の他 , 自己整合技術に よ る有機 トラ ン ジ ス タ 回路に 関す る発表 を, 応用物理学会北陸 ･
信越支部講演会で 行 っ た ｡
以 上 有機 トラ ン ジ ス タ ･ デバ イ ス に 関す る成果に つ い て , 論文 1 編, 国際会議発表 2
件 , 大会発表 4件, 特許申請 4件を行 っ た｡
(3)プ ロ ジ ェ ク ト成果
本プ ロ ジ ェ ク ト研究に 関連 して , 有機 トラ ン ジス タ ･ デバイ ス に関する特許 4 件を出願
手続き中で ある｡
(4)プロ ジ ェ ク ト成果の 応用 ･ 効果 ･ 構想
本プ ロ ジ ェ ク トの 成果を, 従来 の 電子デバ イ ス に超微細化技術を適用す る こ と に よ り高
性能化が図れ る とともに , 独自 の複合化技術を導入す る こ とで 電子デバ イ ス の複合機能化
が実現 し, 次世代電子 デバ イ ス の 作製技術の 確立が期待され る ｡
昨今, 情報通信 ･ ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー の 市場拡大が著 しい が , こ れ らの 分野 で は ディ ス プ
レイデ バ イス 等の 電子デバ イ ス が欠 か せ な い も の とな っ て おり , 本プ ロ ジ ェ ク トの 成果に
よる電子 デバイ ス は , こ れ らの 情報通信界の 主要部材と して の 利活用 が期待され る｡
本プ ロ ジ ェ ク ト関連 の 申請特許 を基 に , 特許 の権利行使を活用する こ とが可能で あり,
起業化 の 可能性 は十分に有る｡ また , 現在東海地区数社に よ る新 エ ネル ギ
ー ･ 産業技術総
合開発公募 の 予算申請 を行 い , 本プ ロ ジ ェ ク トで得た成果 に よる初期的製品 の 実現 - 向け,
不足技術 の 補強と事業化展 開 - 向けて の 検討を予定 して おり , 本プ ロ ジ ェ ク ト展開の 延長
上 で起 業化 を目指すも の とす る ｡
(5)利用施設
超微細素子作製観察装置室 (実質稼働率100 %)
微細パ タ ー ン 形成, フ ォ トリ ソグラフ イ , デバ イ ス 評価等に使用 ｡
･ 超微細素子作製観察 シ ス テ ム ･ 配線 パ タ ー ン 形成装置
･ デバ イ ス 評価装置 ･ 極低温測定装置
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